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全国的に少子高齢化が進む中，本県においては，全国平均に比べ約１０年先行する形で
高齢化が進んでおります。また，肥満，糖尿病等の生活習慣病患者や心の病に悩む人が増
加傾向にあり，県民の保健医療へのニーズも多様化・高度化しています。さらに，自然災
害時の救急医療の確保，新型インフルエンザなどの新たな感染症への対応，離島・へき地
等における医師不足や偏在の問題など，新たな課題への対応も求められております。

これらの課題に対応するため，県民誰もが住み慣れた地域で必要な保健・医療・福祉等
のサービスを受けることができる社会を目指し，国や市町村と連携，協力しながら，保健
・医療・福祉の各種施策の推進・充実に努めることとしています。

そのため平成２８年度は，①「生涯を通じて安心して暮らせる社会づくり」，②「安心
・安全な社会の形成と県土づくり」，③「人と自然が調和する地球にやさしい社会づく
り」，④「誰もがいきいきと活躍できる雇用環境づくり」，⑤「共生・協働による温もり
のある地域社会づくり」の５つの柱立てで各種事業を展開してまいります。

県民の健康づくりについては，健康かごしま21（平成25年度～平成34年度）等に基づき，
全国に比べて死亡率の高い脳卒中をはじめとする生活習慣病及びロコモティブシンドロー
ムの発症・重症化の予防等を推進し，県民の健康寿命の延伸と生活の質の向上に取り組む
とともに，がんの予防・早期発見や医療の充実など総合的な対策を推進します。

歯科保健については，県民全体の歯科口腔保健の向上を図るため，歯科保健事業の推進
体制の整備や，県民に対する適切な歯科保健知識の普及啓発を行うほか，乳幼児に対する
むし歯予防等の取組や歯科と医科など多職種が連携した在宅歯科医療の体制整備を行いま
す。

「重度な要介護状態となっても，住み慣れた地域で，自分らしい暮らしを，人生の最後
まで続けることができる」ために，日常生活の場（日常生活圏域）において，医療・介護
・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される体制（地域包括ケアシステム）の構築に
向けた施策の推進を図ります。

また，医療，労働，経済，法律，教育等の関係機関との連携を図りながら，総合的な自
殺対策を推進します。

心豊かな共生・協働の地域コミュニティの形成を図るため，誰もが交流し，住民同士の
支え合いにより，必要なサービスを提供する多世代交流・多機能型の小規模拠点施設の運
営を支援します。

鹿児島県保健医療計画（平成25年度～29年度）の基本理念である「県民が健康で長生き
でき，いつでも，どこでも安心して医療を受けられる鹿児島」を目指して，総合的な施策
の推進に努めることにより，健康格差の縮小を図りながら，県内のどこに住んでいても，
医療ニーズに応じて，いつでも安心・安全で質の高い医療サービスを受けられる地域社会
の形成を目指します。

このため，医師修学資金の貸与や臨床研修医の確保，勤務環境の改善など，総合的な医
師確保対策を推進するとともに，看護師等養成所運営費補助事業や病院内保育所運営費補
助事業等の看護職員確保対策を推進するなど，医療従事者の安定的な確保に努めます。

１ 心豊かに生涯を送れる健康長寿県の創造

Ⅰ 生涯を通じて安心して暮らせる社会づくり

２ いつでも，どこでも，安心・安全な医療の提供
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医療提供体制については，平成28年度から平成29年度にかけて現行の県保健医療計画の
見直しを行うとともに，地域ごとにバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切に推進
するため，地域医療構想を策定し，構想策定後は，医療機関の自主的な取組及び相互の協
議によりその実現を図ります。さらに，各地域において，医療関係者等の協力の下，地域
の実情に応じて，脳卒中などの疾病別，周産期医療，小児医療などの事業別及び在宅医療
の医療介護連携推進体制の整備を促進します。

また，医師の地域的偏在など，深刻化する各地域における医師不足の現状を踏まえ，効
率的・安定的な医師派遣体制の構築に係る施策の推進を図ります。

離島・へき地医療や救急医療の充実・強化については，へき地医療拠点病院やへき地診
療所，第二次・第三次救急医療施設に対する運営費，施設・設備整備費の助成等と併せ，
消防・防災ヘリコプターの救急搬送への積極的な活用を図ります。また，県本土・熊毛地
域等を運航範囲とするドクターヘリを運航するほか，奄美地域におけるドクターヘリの平
成28年12月の運航開始を目指します。

歯科診療については，障害者等及び無歯科医地区における歯科診療を推進するとともに，
在宅歯科診療体制の整備に努めます。

がん医療水準の向上を図り，本県のがん対策を推進するため，(一財)メディポリス医学
研究財団が，「メディポリス国際陽子線治療センター」で行う身体的，精神的負担の少な
い先進医療である粒子線治療の普及を図るとともに，保険適用を目指し，全国粒子線治療
促進協議会として要望活動を行います。

また，国民健康保険制度の安定的な運営を図るため，市町村等に対する助言・指導や，
市町村が行う国民健康保険の財政を調整するための交付金の交付，低所得者に対する保険
税軽減相当額及び高額医療費共同事業拠出金への一部負担，平成30年度から始まる新たな
国保制度に円滑に移行するための準備などを行うとともに，県内の各医療保険者で構成す
る「保険者協議会」において，保健事業等が円滑に行われるよう必要な支援を行います。

肝炎対策については，感染者の早期発見，陽性者の早期受診及び患者の早期治療を促進
するため，肝炎ウイルス無料検査，検査費用の助成及び医療費の一部助成を行うとともに，
地域における肝炎対策の推進を図るため，肝疾患診療連携拠点病院を中心とした地域連携
体制強化の取組を支援します。

臓器移植対策については，臓器移植の適正かつ円滑な実施に資するため，臓器移植コー
ディネーターの設置に対する助成を行うとともに，移植医療に関する普及啓発を図ります。

後期高齢者医療制度については，適切かつ円滑な運営が図られるよう，後期高齢者医療
広域連合等に対して必要な支援を行います。

血液事業については，県内で必要とされる輸血用血液を安定的に供給するため，県民へ
の積極的な献血思想の普及啓発を行うとともに，若年層の献血者の増加，安定的な集団献
血の確保及び複数回献血者の増加に取り組みます。また，医療機関における血液製剤の適
正使用を推進します。

平成２７年３月に作成した高齢者保健福祉計画「鹿児島すこやか長寿プラン２０１５
（平成２７年度～２９年度）」に基づき，高齢者ができる限り住み慣れた地域で自立し社
会参画しながらかつ尊厳を持って安心して暮らしていける長寿社会の実現に向けた各種施
策の推進に努めます。

高齢者などの保健福祉サービスを必要とする方々ができる限り住み慣れた家庭や地域の
中で安心して暮らしていけるよう，高齢者等の援護を必要とする人を地域全体で支えるネ
ットワークづくりをはじめ，九州地方知事会の取組として，九州・山口全体として統一し
たテレビＣＭの制作・放映を行い，見守りや支え合う社会づくりの大切さ等に関する住民
意識の醸成を図るとともに，認知症高齢者等の福祉サービスの利用支援や苦情解決体制の
整備など地域の福祉ニーズにきめ細かく対応する福祉サービスの推進を図ります。
また，今後，認知症高齢者等の増加が見込まれることから，国の認知症施策推進総合戦略

３ 高齢者がいきいきと暮らせる地域社会づくり
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（新オレンジプラン）の方向性も踏まえ，認知症の早期診断・早期対応の推進，若年性認
知症施策の推進，認知症の人と家族への支援の充実などの施策を総合的に推進するととも
に，高齢者虐待の防止に努めます。

介護保険制度については，介護保険法や第６期介護保険事業計画（平成２７～２９年
度）に基づき，安定的で持続可能な制度運営がなされるよう市町村等への指導・助言や支
援に努めます。

また，低所得者の利用者負担の軽減を行うほか，要介護認定の精度の管理及び事業所等
に対する指導・監査等の実施，介護給付の適正化の促進，介護サービス情報の公表制度な
ど，高齢者が安心して介護サービスを利用できる仕組みの充実に努めます。

福祉・介護分野の人材を確保し，安定した質の高い福祉サービスの提供を実現するため，
福祉・介護職への理解を深め， 新たな人材の参入を促進するとともに，職場環境の改善等
による介護従事者の定着を図ります。

鹿児島県障害者計画（平成２５年度～２９年度）に基づき，障害のある人が安心して暮
らせる地域社会づくりを目指して，障害者の施策について総合的に取り組んでまいります。

共生社会を実現するため，県民への理解促進や障害者差別の解消，虐待の防止，就労の
支援に努めます。

また，快適で生活しやすい福祉のまちづくりのため，バリアフリー化の促進や身障者用
駐車場の適正利用を図るためのパーキングパーミット制度の推進に努めます。

障害者総合支援法（旧障害者自立支援法）における障害福祉サービスの提供については，
必要なサービスが適切かつ継続的に提供されるよう相談支援体制の充実や人材の育成に努
めます。

障害児の支援のため，こども総合療育センターを運営し，発達障害などに関する相談体
制や診断，治療，訓練等を行う体制の充実や地域において療育が受けられる体制の構築に
努めます。

住まいの確保等を含めた環境の整備を行うことにより，精神科病院などからの地域移行
の促進に努めます。

難病対策については，平成２７年１月に施行された「難病の患者に対する医療等に関す
る法律」に基づく特定医療費助成の対象疾病の拡大，患者・家族のニーズの多様化に対応
するため「難病相談・支援センター」を拠点として，療養上の悩みや不安，就労等に関す
る相談を受けるなど，総合的な支援を行うとともに，医療機関等との緊密な連携体制を整
備し，患者のＱＯＬ向上の促進に努めます。

生活困窮者等の生活安定と自立を促進するため，相談対応や就労支援，各種制度の活用
等を図るとともに，最低限度の生活を維持することが困難な方に対しては，生活保護を適
用します。

高齢又は障害のある福祉的な支援を必要とする矯正施設退所者の地域への円滑な定着を
図るため，「地域生活定着支援センター」において，福祉サービスの利用援助等を行いま
す。

児童問題に対する相談体制や児童虐待の早期発見・早期対応体制の充実に努めます。
母子保健医療対策については，不妊治療に関する支援対策や，小児慢性特定疾病児の医

療費に対する助成，常駐の産科医がいない離島地域に居住する妊婦に対する支援，産後ケ
アの取組に対する支援など，各種施策の推進に努めます。また，先天性代謝異常等検査事
業により乳児の先天性代謝異常等の疾病を早期に発見し，障害の発現の未然防止に努めま
す。

周産期医療体制については，周産期医療体制の拠点である総合・地域周産期母子医療セ

４ 障害者等が安心して暮らせる地域社会づくり

５ 安心して子どもを生み育てられる環境づくり
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ンターに対して運営費等の補助を行うとともに，地域の産科医療体制を確保するための支
援，小児の在宅医療環境づくりの推進等により，体制の充実に努めます。

また，小児救急医療については，電話相談事業の相談時間の拡充を図ります。
ひとり親家庭等の福祉については，就業支援や日常生活支援等を行い，ひとり親家庭等

の自立の促進や生活の安定に努めます。

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護をはじめ，女性に対する相談，心理カウン
セリングを行い，自立への支援を図ります。

感染症対策については，本庁及び保健所を中心に健康危機管理体制の整備を進め，感染
症に関する正しい知識の普及啓発を更に推進するとともに，発生動向を早期に把握できる
監視体制の充実強化に努め，併せて市町村や各医療機関等の協力を得て，相談窓口を設置
するなど，適切な医療の確保に努めます。

県民の健康保護のため，食品衛生監視指導計画を策定し，食品関係営業施設の監視指導
を重点的・効率的に実施し，食品の安全対策を推進します。

また，と畜検査及び食鳥検査を厳正に実施し，食肉・食鳥肉の安全を図るとともに，本
県で食用として処理される４８か月齢超の牛全頭及び１２か月齢以上の山羊を対象にＢＳ
Ｅ等検査を実施します。さらに，公衆浴場等入浴施設におけるレジオネラ症予防対策を実
施します。

このほか，水道の整備を促進し，安全で衛生的な生活環境の確保に努めます。
動物愛護・管理対策については，「鹿児島県動物愛護管理推進計画」に基づき，狂犬病

の発生を防止するとともに，動物愛護精神及び適正な飼養管理の普及・啓発に努めます。
医薬品等の安全対策については，医薬品等の販売業者等の監視指導を強化するとともに，

試験検査により，不良品や不正薬物の発見・排除に努めます。また，薬物乱用防止対策に
ついては，不正薬物の有害性・危険性の普及啓発を図り，特に，若年層対策を強化します。

災害時における救急医療を確保するため，災害派遣医療チームの整備に努めるとともに，
災害拠点病院，二次救急医療機関の耐震化等に対する助成を行います。

また，川内原子力発電所で災害が発生した場合の住民の安全確保を図るため，医療従事
者の育成や，除染用資機材など必要な設備等の整備を行います。

このほか，医療施設における患者の安全確保を図るため，有床診療所等が行うスプリン
クラー設置に要する費用を助成します。

地域における人と動物のふれあい共生活動を支援する施設として，動物愛護思想や適正
飼養の普及啓発を図っていきます。

６ 女性がいきいきと参画できる社会の実現

Ⅱ 安心・安全な社会の形成と県土づくり

１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり

２ 災害に強い県土づくり

Ⅲ 人と自然が調和する地球にやさしい社会づくり

１ 自然あふれる癒しのかごしまづくり
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ホームページや各種啓発資料等を活用して，終生飼養の推進やみだりな繁殖の防止のた
めの情報を発信するとともに，命の大切さ，動物の習性等についての教室を開催し，正し
い知識の学習と理解の機会を設けていきます。

また，保護及び引取りされた犬猫について，適性を診断し，健康管理を行った上で，新
たな飼い主に譲渡し，適正飼養の指導に努めます。

職場への定着が困難な障害者や就業経験のない障害者の就業及び日常生活を支援し，自
立を図ります。

就労可能な生活保護受給者の就労・自立を促進するため，地域振興局・支庁に就労支援
員を設置し，就職活動等を支援します。

福祉・介護分野において，福祉・介護職への関心と理解を深め，介護従事者の定着や新
たな人材の参入促進を図り，人材の確保に努めます。

県民のボランティア活動への理解と参加を促進するため，県社会福祉協議会に設置され
たボランティアセンターが行う各種事業に対して助成を行います。

Ⅳ 誰もがいきいきと活躍できる雇用環境づくり

１ ふるさとでいきいきと働ける環境づくり

Ⅴ 共生・協働による温もりのある地域社会づくり

１ 地域に必要なサービスを提供する新しい仕組みの形成
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第２ 平成２８年度 保健福祉行政の施策体系図

Ⅰ 生涯を通じて安心して暮らせる社会づくり

１ 心豊かに生涯を送れる健康長寿 特定健康診査・特定保健指導事業
県の創造 健康寿命延伸総合対策事業

脳卒中対策推進事業
メタボリックシンドローム予防対策事業
健康づくりを支援する社会環境整備事業
慢性腎臓病特別対策事業
健康かごしま21推進協議会
○新 青壮年期ロコモ予防プログラム推進事業

栄養指導事業
特定給食施設指導
各種会議
栄養士・調理師養成施設指導及び免許事務
調理業務従事届出事業
栄養士・調理師関係権限移譲交付事業

健康増進センター管理運営事業
がん対策総合推進事業

がん克服総合推進事業
がん医療提供体制緊急整備事業
肺がん早期発見促進事業
がん検診車整備補助事業
がん診療施設設備整備事業
○新 農村検診センター整備事業
○新 がん診療施設施設整備事業

健康増進支援事業
地域ケア・介護予防推進支援事業

地域包括支援センター職員等研修事業
地域支援事業
かごしま地域づくり介護予防推進支援事業
地域支援事業・充実強化支援事業
生活支援コーディネーター養成事業

歯科口腔保健推進事業
歯科口腔保健推進体制整備事業
歯科口腔保健意識啓発事業
歯科口腔保健実践指導事業
地域在宅歯科医療推進室整備事業
在宅歯科医療連携室整備事業
在宅歯科医療人材育成事業
医科歯科連携推進事業
入院患者口腔ケア等推進体制整備事業
○新 摂食嚥下機能診断機材整備事業

ハンセン病対策事業
多世代交流・多機能型支援の拠点づくり事業
高齢者元気度アップ地域活性化事業
自殺予防対策事業
地域自殺対策強化事業
心の健康づくり推進事業

２ いつでもどこでも安心・安全な 自治医科大事業
医療の提供 地域医療対策基金造成事業

緊急医師確保対策事業
緊急医師確保対策事業
医師勤務環境改善等事業

地域医療支援事業
地域医療支援センター設置事業

看護職員修学資金等貸与事業
看護職員確保対策事業

ナースセンター事業
病院内保育所運営費補助事業
新人看護職員卒後研修事業
外国人看護師候補者就労研修支援事業
看護の日記念事業
看護職員県内就業促進事業
看護職員就業相談事業
離職看護師等のナースセンター登録促進事業
助産師出向支援導入時業
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看護師等養成所運営事業
○新 医療勤務環境改善支援事業
○新 医療施設等施設整備事業

院内感染対策施設整備事業
医療施設地球温暖化対策整備事業

離島へき地医療確保対策事業
救急医療確保対策事業

かごしま救急医療遠隔画像診断センター運営事業
ドクターヘリ運航事業
奄美ドクターヘリ導入事業

地域医療介護総合確保基金造成事業
地域医療介護総合確保事業

地域医療構想策定事業
○新 地域医療構想推進事業
病床の機能分化・連携支援事業

○新 保健医療計画策定事業
地域医療連携促進事業

地域医療連携促進事業
かかりつけ医普及啓発事業
医療・介護ネットワーク整備事業

粒子線乳がん研究支援事業
粒子線がん治療費利子補給事業
歯科医療確保対策事業
在宅チーム医療体制づくり事業
地域における訪問看護職等人材育成支援事業
地域リハビリテーション人材育成支援事業
地域における訪問看護職等人材育成支援事業
国民健康保険財政調整交付金事業
国民健康保険基盤安定促進事業
国民健康保険新制度移行準備事業

○新 国保運営協議会等運営事業
○新 国保標準システム事業
国保財政安定化基金事業

後期高齢者医療対策事業
緊急肝炎対策事業

緊急肝炎対策事業
重症化予防推進事業

地域連携体制強化事業
血液対策事業
骨髄バンク推進事業
臓器移植推進事業
精神科救急医療体制整備事業
精神科救急地域支援体制強化事業
在宅介護にかかる薬剤等の円滑供給のための検討・整備事業
薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業
薬剤師復職支援事業

３ 高齢者がいきいきと暮らせる地 老人福祉施設等整備事業
域社会づくり 地域福祉サービス推進事業

地域見守りネットワーク支援事業
福祉人材センター運営事業
○新 見守りや支え合う社会づくり啓発事業
認知症対策等総合支援事業

認知症介護実践者等養成研修事業
認知症介護指導者養成研修事業
認知症理解普及促進事業
認知症対策連携・体制整備事業
認知症施策市町村支援事業
グループホームの職員に対する認知症ケア研修事業
認知症疾患医療センターカフェ開設・普及促進事業
○新 若年性認知症施策総合推進事業

介護保険負担事業
低所得者利用者負担対策事業
介護保険第１号保険料低所得者軽減強化事業
介護職員等医療ケア研修事業
介護職員人材確保等対策事業

鹿児島県介護人材確保対策検討会実施事業
介護職員人材確保対策事業
介護職養成研修費用助成事業
多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修事業
介護事業所キャリアパス構築支援事業
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介護事業所内保育所運営費補助事業
介護ロボット導入支援事業

地域介護基盤整備事業
高齢者元気度アップ地域活性化事業(再掲)

４ 障害者等が安心して暮らせる地 障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり事業
域社会づくり 地域こども療育支援体制整備促進事業

こども総合療育センター運営事業
軽度・中等度難聴児補聴器助成事業
児童発達支援利用者負担軽減対策事業
パーキングパーミット制度推進事業
福祉のまちづくり推進事業
障害者施設等工賃向上計画推進事業
全国障害者スポーツ大会事業
○新 障害者スポーツ振興事業
県地域生活支援事業

障害福祉人材育成事業
県障害者相談支援体制整備事業
障害程度区分認定調査員等研修事業
手話通訳者養成研修事業
盲ろう者通訳・介助員養成研修事業
音声機能障害者発声訓練指導者養成事業
生活訓練等事業
情報支援等事業
障害者ＩＴサポートセンター運営事業
社会参加促進事業
高次脳機能障害者支援センター事業
介護職員等医療ケア研修事業

市町村地域生活支援事業
障害者介護給付事業
障害者訓練等給付事業
重度心身障害者医療費助成事業
障害福祉施設整備事業
障害者虐待防止対策事業
障害者福祉団体活動費助成事業
特別障害者手当等支給事業
補装具給付事業
自立支援医療事業
不服審査会事業
精神障害者措置入院事業
精神医療適正化対策事業
地域精神保健福祉対策事業
心身障害者扶養共済制度事業
障害児通所給付事業
障害児施設給付費等事業
重度訪問介護等市町村支援事業
○新 障害者自立支援対策推進事業
ひとり親家庭等就労支援対策事業
難病対策事業

指定難病医療対策事業
難病相談・支援センター事業
難病患者等地域支援協働事業

生活福祉資金貸付補助事業
生活困窮者自立支援事業
地域生活定着支援センター運営事業
生活保護費
生活保護適正実施推進事業

生活保護受給者の就労支援

児童虐待防止対策
児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業

５ 安心して子どもを生み育てられ 周産期医療対策事業
る環境づくり 小児在宅医療推進事業

産科医療体制確保支援事業
地域周産期母子医療センター設備整備事業

不妊治療対策事業
不妊治療費助成事業

離島地域出産支援事業事業
離島地域出産支援事業
離島地域不妊治療支援事業

健やか親子かごしま２１推進事業
産後ケア推進事業
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母子健康対策事業
乳幼児医療費助成事業
ひとり親家庭医療費助成事業
ひとり親家庭等就労支援対策事業

高等学校卒業程度認定試験合格支援事業
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

ひとり親家庭等学習支援事業
児童扶養手当給付事業
入所施設整備事業
救急医療確保対策事業（再掲）

小児救急電話相談事業
小児救急医療拠点病院運営事業

在宅重度心身障害児の家族支援事業

６ 女性がいきいきと参画できる社 配偶者暴力相談支援対策事業
会の実現 婦人保護施設整備事業

Ⅱ 安心・安全な社会の形成と県土づくり

１ 日本一安心・安全な鹿児島づく 食品安全推進対策事業
り 食品衛生指導取締事業

乳肉水産食品衛生対策事業
と畜検査事業

BSE等検査事業
食鳥検査事業
レジオネラ症防止対策事業
動物愛護・管理対策事業
薬事監視事業
毒物劇物取締事業
麻薬等指導取締事業
薬物乱用防止対策事業
危険ドラッグ対策事業
薬事関係事務委託事業

後発医薬品安心使用促進事業
感染症予防対策事業

新型インフルエンザ対策事業
風しん検査事業

感染症医療対策事業
指定医療機関整備運営事業

ハブ対策事業

２ 災害に強い県土づくり 災害時医療確保対策事業
医療施設耐震化整備事業
救急・広域災害医療情報システム整備事業
災害拠点病院整備事業
災害派遣医療チーム整備事業
災害拠点病院等施設設備整備事業
○新 防災訓練等参加支援事業
○新 航空搬送拠点臨時医療施設整備事業

医療施設防災対策事業
緊急被ばく医療対策事業
災害時緊急医薬品等確保事業

緊急医薬品等確保対策
安定ヨウ素剤整備事業

Ⅲ 人と自然が調和する地球にやさしい社会づくり

１ 自然あふれる癒しのかごしまづくり 動物愛護センター管理運営事業
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Ⅳ 誰もがいきいきと活躍できる雇用環境づくり

１ ふるさとでいきいきと働ける環 障害者就業・生活支援センター運営事業
境づくり 生活保護適正実施推進事業（再掲）

生活保護受給者の就労支援（再掲）

２ 仕事と生活の調和がとれた社会 ひとり親家庭等就労支援対策事業（再掲）
づくり

Ⅴ 共生・協働による温もりのある地域社会づくり

１ 地域に必要なサービスを提供す ボランティア活動促進事業
る新しい仕組みの形成
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第３ 平成２８年度 保健福祉部予算の概要

（１）一般会計
（単位：千円，％）

区 分 平成28年度当初 平成27年度当初 前年度比

(A) (B) (A)／(B)

社 会 福 祉 費 68,978,627 64,898,758 106.3

民

児 童 福 祉 費 10,093,594 9,013,014 112.0

生 生 活 保 護 費 7,296,725 7,438,514 98.1

災 害 救 助 費 23,279 13,024 178.7

費

小 計 86,392,225 81,363,310 106.2

公 衆 衛 生 費 33,408,824 33,153,565 100.8

衛 環 境 衛 生 費 3,185,579 1,853,098 171.9

保 健 所 費 2,100,697 2,143,415 98.0

生

医 薬 費 6,393,423 7,845,778 81.5

費 病 院 費 4,232,471 4,262,908 99.3

小 計 49,320,994 49,258,764 100.1

合 計 135,713,219 130,622,074 103.9

（２）特別会計
（単位：千円，％）

区 分 平成28年度当初 平成27年度当初 前年度比

(A) (B) (A)／(B)

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 207,355 150,771 137.5


